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不登校の現状と報道 

2008 

2008.10.25 
札幌たのしい授業・研究サークル用レポート 
仮説実験授業研究会・北海道・丸山秀一 

[C]Maruyama Shuichi 
 
 
 
【問題】 
 不登校者数の変遷は次のページのグラフの通り，2001年度をピ
ークに減少に転じていましたが，2006年度には上昇しました。先
日，文科省は学校基本調査の速報を発表し，2007年度の不登校者
数が明らかになりました。では，不登校者数は 2006 年度に比べ
てどうだったのでしょうか。 
 
予想   小学校（  ）   中学校（  ） 
 ア 増加 
 イ ほぼ同じ 
 ウ 減少 

 
 中等教育学校は生徒数が少ないこともあり，そのデータは考え

ないことにします。 



 2

 



 3

■2007年度の不登校者数 
 学校基本調査の「調査結果の要旨」には，次のようにあります。

（太字は原文のママ） 
平成 19 年度間の長期欠席者（30 日以上の欠席者）のうち，
「不登校」を理由とする児童生徒数は12万 9千人（2千人増加）。  
「不登校」を理由とする児童生徒数は，小学校 2万 4千人（前

年度間より 101人増加。対前年度比 0.4パーセント増），中学校

10万 5千人（前年度間より 2千人増加。対前年度比 2.2パーセ

ント増），中等教育学校 131人（前年度間より 23人増加。対前

年度比 21.3パーセント増）の合計 12万 9千人（前年度間より

2千人増加。対前年度比 1.9パーセント増）。 
 つまり「小学校は，ほぼ同じ」「中学校では 2年連続で増加」と
いうことです。 
昨年度は「小学校 2万 4千人（前年度間より 1千人増加。対前
年度比 4.9パーセント増），中学校 10万 3千人（前年度間より 3
千人増加。対前年度比 3.4パーセント増）の合計 12万 7千人（前
年度間より 4千人増加。対前年度比 3.7パーセント増）」でしたか
ら，「昨年度よりも増加は少ない」といえるのかもしれません。 
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【問題】 
 では，この文科省発表をマスコミはどのように報道したのでし

ようか。全国紙（朝日，産経，日経，毎日，読売）のうちこの「不

登校の現状」を第 1面に取り上げた新聞（東京紙面）はどれぐら
いあったでしょうか。 
 昨年度は「5 年ぶり増加」ということで「日経」以外の全国紙
が第 1面記事に取り上げ，「読売」はトップ記事でした。 
 
予想  
 ア ほぼ全紙 
 イ いくつかの新聞のみ 
 ウ 全くない 
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■関心低下 
 今年度は第一面で報道した全国紙は「毎日新聞」のみでした。

「毎日」もトップ記事の扱いではありませんでしたが，社会面に

も関連記事がありました。 
不登校について何面で記事にしたか。 

朝日 34ぺ，社会面  
産経 2ぺ，総合面 
日経 社会面 
読売 35ぺ，社会面 
毎日 1ぺ，政治面。30ぺ，社会面。 
 昨年は，全国紙の 4/5紙が第 1面で報道し，そのうち 1紙がト
ップ記事という「重大な事件」という扱いでしたが，今年は違っ

ていたわけです。 
 
 
【問題】 
 昨年度はどうして「重大事件」扱いしたのでしょうか。それは，

昨年の記事タイトルの多くが「不登校 5年ぶり増加」となってい
たように，そのことが騒がれたのです。 
では，今年の記事のタイトルで一番多かった表現は次のうちど

れだと思いますか。 
予想 
ア 「不登校 2年連続増加」 
イ 「不登校悪化」 
ウ 「不登校クラスに１人」 
エ 「減らない不登校」 
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■「2年連続増加」 
全国紙の記事タイトル 

朝日 不登校，2年連続増加 中学生は 34人に 1人 学校基本
調査 

産経 小中不登校 13万人 学校基本調査 2年連続で増加 
日経 小中不登校，2年連続で増加 
読売 公立校不登校，2年連続増 4217人 小中学生の 0.97%，

最高に 
毎日 不登校：2年連続増 小中生 12万 9254人 中学生，34

人に 1人－－昨年度 
 このように，どの新聞も「2 年連続増加」を記事のタイトルに
掲げていました。 
 
 
【問題】 
 では，生徒児童数に対する比率で見るとどうなっているでしょ

うか。 
 
予想   小学校（  ）   中学校（  ） 
 ア 増加 
 イ ほぼ同じ 
 ウ 減少 
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■割合 
 割合で見ると，小学校では，ほとんど同じですが，中学校では

2004 年度よりはっきりと増加し，2006 年度に過去最高を記録し
て，さらに昨年度はその記録も上回ったのです。 
 
 
【問題】 
 「比率において過去最高」ということは読売新聞が記事タイト

ルで指摘していますが，ほかの全国紙も記事の本文ではそのこと

にふれていたのでしょうか。 
 
予想 
 ア ふれていた 
 イ ふれていない全国紙もあった 
 ウ 読売以外はふれていなかった 
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■「過去最高」 
比率についての全国紙の記事 

朝日 特に中学生は３４人に１人にあたり，全体に占める割合は
０６年度に続き，過去最高を更新した。 

産経 特に中学校では３４人に１人が不登校の計算で，過去最
高。 

日経 中学生では全体に占める不登校の比率が 2.91％と過去最
高を記録した。 

読売 中学生の不登校は１０万５３２８人。０６年度に比べ２２
５９人増え，全生徒に占める割合は，過去最多だった０６

年度の３５人に１人からさらに多くなった。 
毎日 中学生の不登校は全生徒の２．９１％で，前年度比０．０

５ポイント増となり過去最高。「３４人に１人」が不登校

となる計算だ。 
 このように各紙とも「過去最高」であったことを記事にしてい

ます。 
 
【問題】 
 では「不登校の割合が過去最高となった」ことについての「文

科省のコメント」を各紙は，どのように報道しているでしょうか。 
予想 
ア 「ゆとり教育」転換のため 
イ 「いじめ」の増加 
ウ 「学校や教師の問題」 
エ 「家庭の問題」 
オ そのほか 
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■不登校の原因 
不登校増加の原因について文科省のコメント 

朝日 文科省は，いじめが０６年秋に社会問題化したこともあ

り，「嫌がるものを無理に行かせることはない」と考える

保護者が増えたことなどが増加の理由とみている。 
産経 文科省は「子供の自殺への懸念などから，『無理に学校に

行かせなくてもいい』と思う親が増えているのが一因で

は」としている。 
日経 子供が嫌がるなら無理に登校させなくていいと考える保

護者が増えているという。 
毎日 （文科省のコメントなし） 
読売 （文科省のコメントなし） 
 
 どうも「いじめ増加が原因で親が無理に登校させなくなった」

というようですが，実はそのコメント報道は昨年と同じなのです。 
 
不登校増加の原因について昨年の文科省のコメント報道 

朝日 文科省児童生徒課は各地の教育委員会の報告から，「『いじ
められるくらいなら，学校に行かなくていいよ』と考える

保護者や専門家が増えた影響で，不登校が再び増えたので

はないか」と分析している。 
産経 （「文科省のコメント報道」は，なし）教育関係者からは，

「いじめ問題の影響で“隠れ不登校児”が顕在化してきた」

といじめとの関連性を指摘する声も出ている。 
日経 文科省は「人間関係づくりが苦手な子どもが増えたこと

や，『行きたくなければ学校に行かなくていい』という親
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の増加など家庭での教育力低下が考えられる」と指摘して

いる。 
毎日 同省は「昨秋からいじめが問題化し『いじめられるくらい

なら登校しなくてもいい』と考える保護者が増えたとみら

れる」と説明している。 
読売 同省では，「いじめ自殺が相次ぎ，『いじめられるなら学校

に行かなくてもいい』と考える保護者が増えたことも一

因」とみている。 
 
 
【問題】 
 では，「いじめの増加で不登校も増えた」というのは事実と考え

られるのでしょうか。これまでの年度別の「いじめ」と「不登校」

のグラフを描いてみると，ふたつのグラフは似た傾向を示してい

ると思いますか。 
 
予想 
ア 似ている 
イ 似ていない 
ウ なんともいえない 
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■いじめと不登校の関係 
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 「いじめ」調査の期間にあわせてグラフを描くと，ふたつのグ

ラフはこのようになります。「いじめが多いと不登校が増える」と

いう傾向は，ないのです。 
 実は昨年「不登校新聞」は，文科省のコメントを次のように報

道していました。 
不登校増加の原因についての 2007年の報道 

不 文科省は不登校の増加に対して「一概には言えないが，各県
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 「不登校新聞」が正確な報道をしているとすると，文科省のコ

メントでは不登校増加の原因については，次の三点としていまし

た。 
・ 教育関係者の対応が不十分。 
・ 家庭教育力の低下。 
・ 人間関係を苦手とする子どもの増加。 
そして，いじめとの関係では，「不登校の増加がいじめによるも

のかどうかはわからない」としていたのです。 
 
 
【問題】 
 では，今年の「不登校新聞」では，不登校増加に対する文科省

のコメントはどうなっていたでしょうか。実は，昨年に原因とし

てあげた三点のうちひとつが変わっていました。それは何だった

でしょうか。 
予想 
ア 「教育関係者の対応が不十分」 
イ 「家庭教育力の低下」 
ウ 「人間関係を苦手とする子どもの増加」 

登

校

新

聞 

から『対応が十分でなかった』『家庭教育力の低下』『人間関

係を不得手とする者の増加』などの声が寄せられた」との見

解を示した。また，いじめ報道の影響については「『ムリに

登校せず不登校を，という保護者が増えた』という指摘もあ

ったが，学校から『いじめがあるなら行かなくてもいい』と

いうメッセージを発してはいない。増加が，いじめ報道の影

響によるものなのかはわからない」との回答にとどまった。 
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■対応は十分? 

 
 このように文科省は，「関係者の対応不十分」を無くして，かわ

りに，昨年は否定していた「いじめにより無理に登校させないか

ら」というのを入れました。 
 というのも今回文科省は，都道府県教育委員会に対して不登校

が増加した要因を初めて報告させたのです。この件について産経

新聞が詳しく報じています。 
 

不登校増加の原因についての 2008年の報道 
不登校新

聞 
文科省は不登校の増加に対して「さまざまな要因が

考えられるが，家庭教育力の低下や人間関係を不得

手とする者の増加，そして『無理に登校しなくても』

という親が増えたなどの要因が各県から報告されて

いる」との見解を示した。 

産経新聞 文科省は今回，都道府県教委に不登校が増加した要

因を初めて聴取し，その結果（同）は，（１）「人間

関係をうまく構築できない子供が増加」９３％（２）

「家庭の教育力低下で基本的生活習慣が身について

いない」８２％（３）「『嫌がるものを無理に行かせ

ることはない』とするなど保護者の意識が変化」６

５％（４）「無気力でなんとなく登校しない子供が増

えている」６４％－などだった。 
 文科省は「（１）と（２）は以前からあるが，（３）

はいじめ自殺が一昨年秋から増えたことによる新し

い傾向」と分析。 
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 ここでも文科省が昨年「わからない」としていた「いじめ増加

原因説」を今年は認めていることがわかります。 
 
 
【問題】 
 では，「不登校のきっかけ」の調査で，それが「いじめ」とされ

た子どもの割合は 2006年度では 3.2%でした。では 2007年度で
は，どうだったのでしょうか。 
 
予想 
ア 大きく増えた 
イ ほぼ同じ 
ウ 大きく減った 
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■「不登校のきっかけ」 
 「不登校のきっかけ」の回答（複数回答）で「いじめ」を原因

としたのは，3.5%でした。つまり前年より 0.3%増加したわけで
すが，これが原因で不登校は多くなったのでしようか。 
 
 
【質問】 
 どうも「不登校が増えたのはいじめ増加が原因」とはいえない

ようです。では，不登校がいっこうに減らずに 2年連続で増加し
ている原因はなんなのでしょうか。あなたはどう思いますか。 
 報道各紙で文科省コメントとは違う理由を出したところはある

でしょうか。 
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■不登校増加の原因の分析 
不登校増加の原因についての報道 

N
H
K 

不登校が増えた原因について，文部科学省が都道府県の教育

委員会に聞き取り調査したところ，人間関係をうまく作れな

い子どもが多くなっていることに加えて，▽「朝，起きる」

といった基本的な生活習慣が身に付いていない子どもや▽学

校に行くことに意味がない，と欠席を容認する保護者が増え

ていることが指摘されたということです。 
朝

日

北

海

道

版 

２年連続の増加について，道教委は「人間関係構築がうまく

いかない子，生活習慣の基本が身についていない子が増えて

いるのも一因ではないか」と指摘。 

朝

日 
都道府県別では，子ども千人あたりの不登校が最多だったの

が山梨で１５．１人。最も少ないのは秋田，愛媛両県で８．

９人だった。山梨は人数も前年より約１割増えた。０７年度

は全中学校にスクールカウンセラーを配置しただけに「急増

した理由が見あたらない。不登校の原因は様々で特効薬はな

い」（県教委）。 
ＮＰＯ法人「フリースペースたまりば」（川崎市）の西野博

之理事長は「減ったように見えたのは教育委員会からの無言

のプレッシャーのためだろう」と言う。病気だと不登校に数

えないですむため，精神科を受診させる学校もあるという。 
心理カウンセラーの内田良子さんは，国の政策が「働きか

け」重視にかじを切り，各地で学校に戻す対策が強まったこ
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とが逆効果になっていると話す。保健室登校が増えるのは，

渋る子を復帰させるからだとみる。「安心して休む権利や，学

校の外で学び成長していくことを保障しないといけない」 
J
-
C
A
S
T
ニ

ュ

ー

ス 

文部科学省では「自殺などへの懸念から，親の意識が『無理

に学校に行かせなくても良い』と変化しているのでは」とみ

ているが，専門家からは「親だけが原因なのではない」と懐

疑的な声もあがっている。 
   法政大学教授で教育評論家の尾木直樹さんは，増加の原因
を(1)06 年に自殺予告が相次いだこと(2)不登校が減少した 4
年間は「数合わせ」に過ぎず現場がその間違いに気づいた，

という 2点を挙げる。自殺予告については「06年頃は，いじ
め自殺が連鎖し，文部科学省にも自殺予告が届くなどしてい

たことから，『いじめで死ぬ位なら，やり直せる可能性がある

不登校の方がましだ』という考えが広がったのは事実です」

と話すが，「05 年度までの，不登校が減少したとされる 4 年
間が『曲者』なんです」と指摘する。 
・不登校の生徒を無理やり保健室に登校させる 
「この 4 年間は，不登校を減らすにあたって，文部科学省が
数値目標を掲げるなど，成果主義が大流行したんです。文科

省が『いじめによる自殺が 7 年連続ゼロだった』と発表した
のも，その一環です」 
と，成果主義が元凶だと話す。さらに，この成果主義は，単

なるつじつま合わせしかもたらさなかった，というのだ。 
「内実はというと，本来ならば不登校の生徒を無理やり保健

室に登校させたり，(不登校にはカウントされない)『病欠』扱
いにしたりと，つじつまを合わせていただけです。現場が『こ
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のやり方は間違っていた』と気づいた結果が，今回の調査結

果に表れている，ということです」 
 
 文科省が不登校増加の原因のひとつとする「家庭教育力の低下」

とはなんなのかを，NHKの報道で理解することができます。「早
起きができないから学校に行けない」というのです。 
 朝日によると，心理カウンセラーは「働きかけが逆効果だった」

という説を紹介しています。また，J-CASTでは教育評論家の「一
時期減少したかに見えたのがごまかしだった」という説を紹介し

ています。朝日紹介の NPO 法人の説も「文科省の（不登校を減
らす）無言のプレッシャーがあった」となっています。 
 「保健室登校」や「適応指導教室へ通う」ことで「出席扱い」

となり「不登校」とはカウントされない不登校が，万の単位で存

在しているのは事実です。 
 
 
【問題】 
 様々な理由があるようですが，不登校は「家庭」「本人」「学校

の対応」などの「不登校だけの問題」なのでしょうか。不登校の

グラフといじめのグラフは全く似ていませんでしたが，不登校と

校内暴力のグラフとは似ているでしょうか。 
 
予想 
ア 似ている 
イ 似ていない 
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生徒数に対す
る割合

校内暴力発生件数と在学者に対する割合 [C]MARUYAMA SHUICHI 2004.12-2007.11

文部科学省「生徒指導上の諸問題の現状について」などより
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不登校者数の変遷 2000.12-2008.8 [C]Maruyama Shuichi
データは「学校基本調査」（文科省）より

平成2年度までは「50日以上」，平成3年度以降
は
「30日以上」不登校による欠席者数。

■不登校と校内暴力 

 
 

 
 どちらも途中で「調査方法」が変更されているので，特に校内

暴力ではグラフが大きく変わる部分がありますが，全体的な傾向

はよく似ています。きっと，増減の理由に共通点があるのです。 
 校内暴力は 2000年度，不登校は 2001年度がそれぞれピークで，
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その後減少します。この時期の教育全体での大きな変化は「ゆと

り教育」の完全実施でした。しかし 2004 年度の「OECD 生徒の
学習到達度調査」での「学力低下」が問題となり，翌年度には文

科省は「ゆとり教育」の見直しを開始，2007年度には安倍首相が
「教育再生」と称して，「ゆとり教育」を転換したのです。 
 校内暴力や不登校のグラフは，日本の子どもたちがこうした教

育を取り巻く状況に対する意思表示にも見えます。 
 
 
【問題】 
 では報道によると，文科省は増加する不登校に対してどういう

対策をしている（するつもり）のでしょうか。 
 
予想 
ア 特になし 
イ 「家庭教育力」の強化 
ウ 教育制度改革 
エ そのほか 

 
 
 




